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上   場   会   社   名       帝国石油株式会社 上場取引所 東 大 名 福 札

コード番号       1601 本社所在都道府県　　東京都
　（URL   http://www.teikokuoil.co.jp/）
代　　　表　　　者　　　役職名代表取締役社長　　　氏　名 磯野 啓
問合せ先責任者　　　役職名総務部文書課長　　　氏　名 横山 静司 TEL (03) 3466 - 1237
決算取締役会開催日　　平成 15年 2月 25日 中間配当制度の有無　　　 有
定時株主総会開催日　　平成 15年 3月 28日 単元株制度採用の有無　　有（ 1 単元　1,000株）

１. 14年 12月期の業績（平成14年１月１日 ～ 平成14年12月31日）
(1)経営成績 (注) 百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 12月期 60,740 △ 0.1 4,845 △ 29.6 6,942 △ 2.2
13年 12月期 60,773 7.5 6,885 10.9 7,095 4.2

  １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年 12月期 4,011 △ 19.4 13.11 - 3.3 4.0 11.4
13年 12月期 4,976 △ 2.5 16.26 - 4.2 4.3 11.7
（注）　①期中平均株式数 14年 12月期 　　305,940,203株 13年 12月期 306,116,356株 
        ②会計処理の方法の変更　　　　　無
        ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年 12月期 6.00 2.75 3.25 1,834 45.7 1.5
13年 12月期 7.00 2.75 4.25 2,142 43.1 1.7
（注） 14年 12月期期末配当金の内訳　　　普通配当　　3円25銭

　　　 13年 12月期期末配当金の内訳　　　普通配当　　2円75銭、　記念配当　　1円50銭

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 12月期 174,635 122,933 70.4 402.42
13年 12月期 173,695 122,504 70.5 400.23
（注） ①期末発行済株式数　 14年 12月期 　305,489,817株 13年 12月期 　　306,083,922株

　　 　②期末自己株式数 14年 12月期　        640,183株 13年 12月期 46,078株

２. 15年 12月期の業績予想（ 平成15年１月１日  ～  平成15年12月31日 ）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 31,100 5,300 4,600 3.00 － －
通　　期 62,000 5,200 5,800 － 3.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            18円99銭

＊　 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想
　 数値と異なる結果となる可能性があります。
　　　なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の７ページをご参照下さい。

株主資本比率 １株当たり株主資本

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

当 期 純 利 益

１株当たり年間配当金

総   資   産 株  主  資　本

売 　上　 高 営  業  利  益 経  常  利  益

個別財務諸表の概要
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（個別）

１２．貸 借 対 照 表 （ 資 産 の 部 ）１２．貸 借 対 照 表 （ 資 産 の 部 ）１２．貸 借 対 照 表 （ 資 産 の 部 ）１２．貸 借 対 照 表 （ 資 産 の 部 ）

（単位：百万円）

　　　　　　期　　別 当　　期 前　　期
科　　目 （平成14年12月31日現在） （平成13年12月31日現在）

（　資　産　の　部　）

35,008  40,190  △  5,182  

現 金 及 び 預 金 13,457  11,364  2,093  
売 掛 金 7,814  7,252  562  
有 価 証 券 4,201  6,209  △  2,008  
製 品 2,439  2,727  △  288  
石 油 精 製 委 託 品 84  145  △  61  
仕 掛 品 及 び 半 成 工 事 3,125  1,678  1,447  
貯 蔵 品 879  774  105  
前 払 費 用 1  0  1  
繰 延 税 金 資 産 148  65  83  
短 期 貸 付 金 -   6,997  △  6,997  
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 160  269  △  109  
未 収 入 金 1,676  1,140  536  
そ の 他 の 流 動 資 産 1,034  1,608  △  574  
貸 倒 引 当 金 △  15  △  43  28  

139,627  133,504  6,123  

99,364  84,785  14,579  

建 物 6,396  6,186  210  
構 築 物 58,851  38,245  20,606  
坑 井 2,493  1,003  1,490  
機 械 及 び 装 置 7,982  7,238  744  
車 輌 運 搬 具 16  21  △  5  
工 具 器 具 備 品 133  130  3  
土 地 7,223  7,004  219  
探 鉱 勘 定 266  266  -   
建 設 仮 勘 定 15,992  24,677  △  8,685  
削 井 仮 勘 定 8  10  △  2  

618  640  △  22  

鉱 業 権 3  3  -   

諸 利 用 権 188  222  △  34  

ソ フ ト ウ ェ ア 312  264  48  

その他の無形固定資産 114  150  △  36  

39,643  48,078  △  8,435  

投 資 有 価 証 券 30,237  34,062  △  3,825  
関 係 会 社 株 式 23,306  28,415  △  5,109  
長 期 貸 付 金 546  378  168  
長 期 前 払 費 用 4  4  -   
そ の 他 の 投 資 568  647  △  79  
貸 倒 引 当 金 △  1  △  1  -   
海 外 投 資 等損 失引 当金 △  15,017  △  15,428  411  

174,635  173,695  940  

比 較 増 減

資 産 合 計

投 資 等

固 定 資 産

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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（個別）

貸 借 対 照 表 （ 負 債 及 び 資 本 の 部 ）貸 借 対 照 表 （ 負 債 及 び 資 本 の 部 ）貸 借 対 照 表 （ 負 債 及 び 資 本 の 部 ）貸 借 対 照 表 （ 負 債 及 び 資 本 の 部 ）
（単位：百万円）

　　　　　　期　　別 当　　期 前　　期
科　　目 （平成14年12月31日現在） （平成13年12月31日現在）

（　負　債　の　部　）

20,667  20,627  40  

買 掛 金 2,412  2,405  7  
短 期 借 入 金 380  380  -   
一年以内に返済する長期借入金 3,504  3,029  475  
未 払 金 4,521  7,022  △  2,501  
関 係 会 社 未 払 金 594  845  △  251  
未 払 法 人 税 等 49  42  7  
未 払 揮 発 油 税 4,722  4,707  15  
未 払 費 用 1,736  1,955  △  219  
前 受 金 2,574  14  2,560  
預 り 金 172  224  △  52  

31,034  30,563  471  

長 期 借 入 金 19,129  17,146  1,983  
繰 延 税 金 負 債 3,569  4,717  △  1,148  
退 職 給 付 引 当 金 6,061  6,335  △  274  
役 員 退 職 慰 労引 当金 699  780  △  81  
廃 鉱 費 用 引 当 金 323  318  5  
そ の 他 の 固 定 負 債 1,250  1,264  △  14  

負 債 合 計 51,702  51,190  512  

（　資　本　の　部　）

19,579  19,579  -   
11,222  11,222  -   

資 本 準 備 金 11,222  11,222  -   
89,837  88,017  1,820  

利 益 準 備 金 3,401  3,401  -   
探 鉱 準 備 金 8,081  8,481  △  400  
固 定 資 産 圧 縮積 立金 308  309  △  1  
特 別 償 却 準 備 金 39  47  △  8  
海外投資等損失準備金 468  376  92  
探 鉱 投 資 積 立 金 3,879  3,252  627  
別 途 積 立 金 59,700  59,700  -   
当 期 未 処 分 利 益 13,958  12,448  1,510  
[ 当  期  純  利  益 ] [ 4,011] [ 4,976] [ △ 965] 

2,588  3,709  △  1,121  
△  293  △  23  △  270  

資 本 合 計 122,933  122,504  429  

174,635  173,695  940  

比 較 増 減

負 債 及 び 資 本 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

利 益 剰 余 金

資 本 金
資 本 剰 余 金

自 己 株 式
その他有価証券評価差額金
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（個別）

１３． 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

期　　別 当　　期 前 　 期
自 平成14年１月１日 自 平成13年１月１日

科 目 至 平成14年12月31日 至 平成13年12月31日

Ⅰ 60,740  60,773  △  33  

Ⅱ 38,323  38,153  170  

売 上 総 利 益 22,417  22,619  △  202  

Ⅲ 3,818  2,592  1,226  

Ⅳ 13,753  13,141  612  

営 業 利 益 4,845  6,885  △  2,040  

Ⅴ 2,861  1,733  1,128  

65  75  △  10  

6  88  △  82  

691  618  73  

1,383  599  784  

245  242  3  

468  109  359  

Ⅵ 763  1,523  △  760  

429  347  82  

-   485  △  485  

125  318  △  193  

208  371  △  163  

経 常 利 益 6,942  7,095  △  153  

Ⅶ 672  534  138  

644  7  637  

-   526  △  526  

28  -   28  

Ⅷ 3,972  2,017  1,955  

3,796  1,393  2,403  

175  -   175  

-   615  △  615  

-   8  △  8  

3,643  5,612  △  1,969  

23  312  △  289  

△  391  324  △  715  

4,011  4,976  △  965  

10,788  8,398  2,390  

841  841  -   

-   84  △  84  

13,958  12,448  1,510  

中 間 配 当 額

中間配当に伴う利益準備金積立額

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、 住民 税及 び事 業税

法 人 税 等 調 整 額

退職給付過去勤務債務処理額

固 定 資 産 売 却 損

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

退職給付会計基準変更時差異

関 係 会 社 償 却 債 権 取 立 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

支 払 利 息

海外投資等損失引当金繰入額

廃 鉱 費 用 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 営 業 外 費 用

比 較 増 減

売 上 高

売 上 原 価

探 鉱 費

営 業 外 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

特 別 利 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

受 取 配 当 金

受 取 歩 油 及 び 歩 ガ ス 代

賃 貸 料 収 入

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 収 益
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（個別）

貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書 に つ い て の 注 記

１．重 要 な 会 計 方 針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法により評価しております。

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による低価法により評価しております。

移動平均法による原価法により評価しております。

移動平均法による原価法により評価しております。

個別法による原価法により評価しております。

（3）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おりますが、坑井の減価償却については、実質的残存価額（零）まで償却しております。

②無形固定資産

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりますが、

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

（4）引当金の計上基準

①退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務債務は発生年度に費用処理しております。

数理計算上の差異は、各発生年度における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしており

ます。

②役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

③廃鉱費用引当金

今後発生する廃鉱費用の支出に備えるため、廃鉱計画に基づき、当該費用の見積額を期間を

基準に計上しております。

④貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑤海外投資等損失引当金

資源開発関係投資の評価額の低減に対応して、投資先各社の資産状態を検討のうえ、純資産

基準により計上しております。

仕掛品及び半成工事

製 品

石 油 精 製 委 託 品

貯 蔵 品
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（個別）

（5）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。

（6）ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金の支払金利

③ヘッジ方針

デリバティブ取引の限度額を実需の範囲とする方針であり、投機目的によるデリバティブ取引は

行わないこととしております。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効性の判定を省略しております。

（7）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

２．追 加 情 報

資本の部の区分

当期から財務諸表規則の改正により、資本の部は、資本金、資本剰余金、利益剰余金及びその他有価

証券評価差額金等その他の科目に区分して表示しております。

３．有形固定資産の減価償却累計額 ９３，７２３百万円　　　　 　 　  　（前 期  ８８，４８１百万円）

４．保 証 債 務 残 高 ９，５０５百万円　　　　　    　　（前 期    ６，２７３百万円）

５．自己株式の数及び貸借対照表価額 ６４０，１８３株　　　　 　   　　（前 期   　 ４６，０７８株）

２９３百万円　　　　　    　　（前 期 　　　　 ２３百万円）

６．減 価 償 却 実 施 額 ６，３４５百万円　　　　  　　  　（前 期 　 ５，１６８百万円）
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（個別）

７．リ ー ス 取 引

（単位：百万円）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

  当額及び期末残高相当額   当額及び期末残高相当額

取得価額
相 当 額

取得価額
相 当 額

59 24

20 59

514 32

594 154

271

(注)取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末 (注)取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末

    残高等に占める未経過リース料期末残高の割合     残高等に占める未経過リース料期末残高の割合

    が低いため、支払利子込み法によっております。     が低いため、支払利子込み法によっております。

2.未経過リース料期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額

94 38

304 60

399 99

(注)未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形 (注)未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形

    固定資産の期末残高等に占める未経過リース料     固定資産の期末残高等に占める未経過リース料

    期末残高の割合が低いため、支払利子込み法に     期末残高の割合が低いため、支払利子込み法に

    よっております。     よっております。

3.支払リース料及び減価償却費相当額 3.支払リース料及び減価償却費相当額

78 62

78 62

4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 る定額法によっております。

（自 平成14年１月１日   至 平成14年12月31日） （自 平成13年１月１日   至 平成13年12月31日）

工 具 器 具
備       品

機 械 及 び
装　　 　置

車      輌
運  搬  具366

減価償却
累 計 額
相 当 額

22

減価償却
累 計 額
相 当 額

33

工 具 器 具
備       品

合　　計

合　　計 399

当　　　　　期

機 械 及 び
装　　 　置 建       物

車      輌
運  搬  具

前　　　　　期

期末残高
相 当 額

25

7

期末残高
相 当 額

2

107

171

37

12

47

99

21

20

12

148

195

１ 年 内

１ 年 超

減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

１ 年 内

１ 年 超

合  　　　　計

支 払 リ ー ス 料

合  　　　　計
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（個別）

８．税 効 果 会 計 関 係

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当　　期

（平成14年12月31日現在）

繰延税金資産

海外投資等損失引当金損金算入限度超過額 3,689 百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,701 

投資有価証券評価損 656 

減価償却費損金算入限度超過額 582 

役員退職慰労引当金 252 

その他有価証券評価差額金 621 

その他 584 

　繰延税金資産　小計 8,088 

評価性引当額 △ 4,262 

　繰延税金資産　合計 3,826 

繰延税金負債

探鉱準備金 △ 4,095 

固定資産圧縮積立金 △ 323 

海外投資等損失準備金 △ 287 

その他有価証券評価差額金 △ 2,434 

その他 △ 107 

　繰延税金負債　合計 △ 7,247 

　繰延税金負債の純額 △ 3,421 

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると

  　 きの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

当　　期

（平成14年12月31日現在）

法定実効税率 36.1 ％

（ 調  整 ）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6 

探鉱費の所得控除 △ 45.4 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 6.5 

評価性引当額の変動 2.6 

その他 0.5 

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 10.1 

９．有 価 証 券 関 係

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（個別）
１４．利 　益　 処 　分 　案

（単位：百万円）

期　　別

13,958 12,448

3,056 2,800

3 3

7 7

17,026 15,259

上 記 の 金 額 を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。

992 1,300

 　普通配当1株につき2円75銭

　 記念配当1株につき1円50銭

50 50

2,300 2,400

267 2

58 -

99 -

40 92

1,154 626

4,962 4,471

12,063 10,788

１５．部門別（製品別）売上高明細表
（単位：百万円）

期 別

部門別 数 量 金  額 数 量 金  額 比 率％ 数 量 金  額

百万ｍ3 百万ｍ3 百万ｍ3

683 27,109 697 28,169 46.3 △ 14 △ 1,060 △ 3.8 

千ｔ 千ｔ 千ｔ

6 267 4 218 0.4 2 49 22.5 

千ｋｌ 千ｋｌ 千ｋｌ

6 122 7 159 0.3 △ 1 △ 37 △ 23.3 

千ｋｌ 千ｋｌ 千ｋｌ

617 32,403 593 31,401 51.7 24 1,002 3.2 

ｔ ｔ ｔ

621 836 545 825 1.3 76 11 1.3 

探 鉱 準 備 金

（ １ 株 に つ き 3 円 25 銭 ）

（監査役分 6 百 万円を含む）

増減率％比 率％

前　　　期

自　平成13年１月１日
至　平成13年12月31日

自　平成14年１月１日
至　平成14年12月31日

60,773 △ 33 60,740

ヨ  ー  ド

100.0合    計

1.4

100.0

石 油 製 品

天 然 ガ ス

液化石油ガス

原      油

計

当 期 未 処 分 利 益

探 鉱 準 備 金 取 崩 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

（ 監 査 役分 6 百 万円 を含 む）

当　　　　期

自　平成14年１月１日
至　平成14年12月31日

前　　　　期

自　平成13年１月１日
至　平成13年12月31日

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

（ １ 株 に つ き 4 円 25 銭 ）

当　　　期

計

比  較  増  減

次 期 繰 越 利 益

探 鉱 投 資 積 立 金

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金

特 別 償 却 準 備 金

項　　　目

△ 0.1 

44.6

0.4

0.2

53.4

利 益 配 当 金

役 員 賞 与 金
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